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第Ⅳ部 まとめ 
 

第 12 章 調査の不完全さをどう補うか 

＜「補正」「ミックス・モード」「解釈」についての検討＞ 

 
 第 5 章で「調査の質を高めるための対応」として、調査誤差の種類別（カヴァレッジ誤差、

標本誤差、無回答誤差、測定誤差、集計誤差）の対応を検討した。 
 ここでは、調査の不完全さを補い質を高めるための方法のなかで、さらに議論の必要があ

るものとして、「補正（ウエイト付け）」 「ミックス・モード」（複数の調査方法の併用）の 2
つを取り上げて考察する。また、実務の場面では、調査の不完全さを「解釈」によって補う

努力が不可欠であるという観点から、あらためて「解釈」の必要性についても言及する。 
 

12.1 「補正」の限界、「補正」の可能性 

 
 調査結果の補正方法はいろいろあるが、よく使われるのは「ウエイト付け」（集計の際に、

何らかの基準に従って回答者の種類別にデータに重み（ウエイト）を付けること）である。

用いるウエイトには、①枠母集団から計画標本への抽出率、②枠母集団と回収標本との比率、

③対象母集団と回収標本との比率などがあるが、望ましい方法は「層化抽出を行った場合に

抽出率によるウエイト付けをする」であるというのが、第 5 章 5.2.5 及び 5.6 での検討結果

である。一方、回収率の低さを補う目的で回収率を基準としてウエイト付けを行うと、もし

回収率が極端に低い層があった場合に、その層のウエイトが極端に大きくなり、誤差が非常

に大きくなる危険があるので、これはするべきではない。この点については、8.3 で学歴、

職業による実験調査の補正（事後層化ウエイティング）を例として詳細に検討したところで

ある。繰り返しになるが、事後層化によるウェイト付けによって調査の正確さを向上させる

（回答メカニズムに起因する偏りの除去、推定値の分散の縮小）ためには、 
 1) 事後層化によって層内を同質的にすれば、その中で回答メカニズムを独立的とみなせる、 
 2) 事後層内に十分な回答単位を確保できる 
の 2 つの条件が成り立つことが必要である（松田・伴・美添（2000）p71）。 
 このほかにも、付属資料Ⅱ－11 で紹介されているような各種の補正法が経済統計で用いら

れている。これらの方法の社会調査での利用可能性も検討に値する課題であると思われる 78。 

                                                 
78 補正については「傾向スコア重み付け補正法（propensity score weighting）」についての議論がある（大隅ほ

か(2003b）所収の吉村宰「インターネット調査を検証する」、鈴木督久・星野崇宏「傾向スコアを巡る対話」

（『マーケティング・リサーチャー』97 号、2004 年 8 月）など）。しかし、その具体的方法や、目的変数（被

説明変数）と共変量（説明変数）の組合せの実例などについての情報が乏しいことから、現時点ではその有用

性についての判断は留保せざるをえない。 
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12.2 「ミックス・モード」（複数の調査手法の併用）への期待 

 
 松本（2003）は、補正よりも、複数のデータ収集方法を組み合わせることによって捕捉率

を高めるべきであると以下のように主張する。 
 「回答を得ることが困難な人たちの捕捉につとめるという、ひたすら正攻法の努力を心が

けて、回答者の代表性と回答結果の客観性を高めていかねばならないのだ。・・・今後は、対

象者に応じて実査方法を組み合わせる複合的な調査を探求していくことが肝要だろう。『ミッ

クス・メソッド』調査、あるいは『mix survey（multimode survey）』にほかならない。・・・・

調査の方法論にかんしては、これまで、統一の方法を用いることが手本とされ、複数の方法

を混合することは好ましくないとされてきた。だが、世論調査の『結果』に付随するノイズ

やバイアスを考えると、サンプリング誤差を中心とする『理論的誤差』よりも、調査不能バ

イアスなどの『運用的誤差』の方がはるかに影響が大きいのだから、後者を減少させる戦略

が検討されてしかるべきだろう。」「RDD 方式の電話調査では捕捉できなかったり拒否され

たりする人たちは、インターネットによる調査や、あるいは面接調査で代替するなど、こち

らの都合ではなく、対象者の都合に合わせて答えやすい方法を組み合わせていくことはでき

ないのだろうか。たとえば、名簿方式で抽出した対象者に対し、事前の依頼状送付の段階で、

面接・電話・インターネットの回答方法のうち、いずれか一つを選択してもらうというよう

な方法は、すぐにでも採用可能だろう。」（松本（2003）p160-161） 
 
 ミックス・モード（ミックス・メソッド）の具体例として、鈴木（2004）は、2002 年に

20 歳以上 35 歳未満の単身者（単身世帯及び一般世帯に居住する単身者。層別 2 段抽出法に

よる住民票からのランダムサンプル。）を対象に全国で実施した調査で、面接調査に郵送調査

を組み合わせて実施した例を紹介している。これは、個別面接調査で、単身世帯の対象者で

面接調査で調査不能だった者のうち不能理由が一時不在、住所不明および長期不在の一部に 

後日郵送調査を実施したものである。 
 まず、2 つのデータ収集方法を組み合わせたことによるこの調査の単身世帯の回収率の変

化をみると、「面接＋郵送」を組み合わせたことで面接調査のみの回収率から約 10％ポイン

ト上昇している。訪問での接触状況は、単身世帯では 5 回の訪問を行ってやっと回収率が 5
割に届いたものであり、一般世帯に比べた単身世帯への接触の困難さがわかる。 
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図表 12-2-1 「実施環境実態調査」の回収状況 

面接調査  
一般世帯 単身世帯 

面接＋郵送 
単身世帯 

全  体 65.3 43.4 53.0 
男 59.1 41.1 51.0 

性 
女 71.1 48.4 57.3 

20－24 59.2 45.5 54.8 
25－29 68.7 40.8 51.1 

年齢 
階層 

30－34 67.2 43.5 52.8 
全体（回収数） 722 822 1004 

（資料出所）鈴木（2004）（統計調査環境分析研究会が 2002 年に実施したもの） 
 

図表 12-2-2 「実施環境実態調査」における訪問回数別接触状況（本人に会えた率）累計 

 1 回目 2 回目 3 回目 4 回目 5 回目 
一般世帯 18.7 45.5 59.9 67.5 70.0 
単身世帯 11.4 26.1 39.0 46.5 51.5 

（資料出所）前図表に同じ。 
 
 この調査では、一般世帯・単身世帯の面接調査の結果と、郵送調査（単身世帯のみ）の結

果を比較している。詳細な数字は紹介されていないが、鈴木（前同）によれば以下のような

違いがみられたとのことである。 
・「調査で答えたくない身近な事項は」のうち、電話番号、氏名、住所について一般世帯よ

り単身世帯が比率が高くさらに郵送調査のほうが比率が高い。 
・「調査に協力するときに心配なことは」の質問では、「個人や家庭のことが調査員に知ら

れる」、「同様のことが役所に知られる」が面接調査結果に比べ郵送調査のほうが 20％近

く高い。 
 ここから、当初の訪問面接調査の回答者と無回答者の間にはかなりの質的な差があったこ

とと、無回答者に対して郵送調査を実施することでその一部を補足できたことがわかる。し

たがって、ミックス・モードの採用により無回答誤差が縮小するという効果があったものと

推測される。 
 
 ミックス・モードで問題になるのは、データ収集方法のちがいが回答にもたらす影響（測

定誤差）である。データ収集方法が異なる調査の内容は単純には比較できないと一般的にい

われている。しかし、回収率が相当低くなることが見込まれる調査の場合には、低回収率か

ら生じ得る無回答誤差と、ミックス・モードを用いた場合の測定誤差を比較衡量し、場合に

よってはミックス・モードを採用することも、総合誤差を縮小する観点から有効な方法とな

りえよう。  
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 Groves et al.（2004）は、調査コストの節約、回収率の改善などを目的として、ミックス・

モードが好まれる傾向にあると述べている。米の各種調査などを参考にしつつ、わが国の実

情にあったミックス・モードの利用方法についての研究が今後進められることを期待したい。 
 
ミックス・モードについて（Groves et al.（2004）p163-165） 
 
■ミックス・モードが利用される理由 
 ・調査コストの節約 

（例：米の 2000 年国勢調査。まず郵送調査を行い、無回答者に対して訪問調査を実

施。） 
 ・回収率の最大化 

（例：米 Current Employment Statistics（CES）。ウェブ、ファックス、電話、郵送、

プッシュホン（音声自動応答装置）から回答者が回答方法を選択できる。） 
 ・継続調査でのコストの節約（当初の調査は面接で行い、その後郵送調査に移行） 
■調査法の選択基準 
 ・回答者に応じた使い分け 
 ・調査の段階に応じた使い分け 

（例：郵送調査の督促を電話で行う。電話で依頼し回答をプッシュホンで行う。） 
 ・パネル調査の段階に応じた使い分け 

（最初は面接で、それ以降は電話又は郵送で行う。） 
 ・質問に応じた使い分け 

（例：一部の質問を CASI（Computer-assisted self-interviewing）で回答し、残る

質問を調査員に回答する。） 
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12.3 調査結果を慎重に解釈する 

 
 誤差のない無謬の調査はありえず、また、補正にも限界がある。このため、調査結果を解

釈する際に、誤差の存在を勘案することがつねに必要となる。 
 
■各種の誤差を勘案して調査結果を解釈する 
 調査結果を利用する際には、標本抽出方法、データ収集方法、回収状況、ウエイト付けの

方法をチェックし、そこから各種の誤差（カヴァレッジ誤差、標本誤差、測定誤差、無回答

誤差、集計誤差）が生じているかどうかを検討することが不可欠である。 
 特に、回収状況については、全体の回収率はもちろん、調査結果を属性別に分析する場合

には、属性別の回収率もチェックする必要がある。 
 検討の際には、利用できる既存の情報があればそれを利用し、「既存の情報との比較」、「既

存の情報による補足」を行うことが有効だろう。 
 
■モニターを用いた調査を使う場合  
 今回の実験調査で、モニター調査 5 種の調査結果に共通した傾向がみられたことは、これ

らの調査法を利用・解釈するうえでの有用な判断材料になりうるものだと考えられる。今後、

同様の傾向が他の調査を通じて反復検証されれば、その情報をモニター型調査の結果の解釈

に活かすことができ、モニター型調査の利用可能性が広がることが期待できる。 
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第 13 章 調査法理論のパラダイムシフト 

＜統計的モデルと認知科学的モデル＞ 

 
 調査法理論の世界では、ここ 20 年ほどの間に、統計的モデル（statistical model）から科

学的モデル（scientific model）へのパラダイムシフトが起きているといわれる（Tourangeau
（2003）、鈴木（2004））。Tourangeau によれば、その変化は以下のように要約できる。 

 統計的モデルは調査誤差－特に標本誤差
．．．．

－が調査推定値にもたらす“効果”に着目

する。一方、科学的モデルは、認知心理学 79 の知見をいかして調査誤差－特に測定誤
．．．

差
．
と無回答誤差

．．．．．
－を生じさせる“原因”に着目し、どのようにして人が調査に応じ、

そして回答するかについて理論化することをめざす。 
 ２つのモデルは異なるタイプの誤差を対象としており、その意味で代替的ではなく補完

的な関係である。ただし、標本誤差はその計測方法や改善方法が既知であるために最も

注意を払われているが、かなり細分化したレベルで集計を行うのでなければ、誤差全体

への影響は標本誤差よりも測定誤差のほうがはるかに大きい。今後は、標本誤差よりも

非標本誤差に注目していくべきだろう。 
 
 認知科学的モデルは、人間の認識過程、認識能力を対象とした認知心理学等の知見をいか

して回答者の心理にまで立ち入って回答行動を分析し考察の対象とするものであり、統計的

モデルでは解明できなかった非標本誤差（測定誤差、無回答誤差）にアプローチするもので

ある。 
 わが国における社会調査の現状をみると、標本誤差よりも非標本誤差が、非標本誤差の中

でも特に無回答誤差が誤差全体に大きな影響を与えている場合が多々あると考えられるので、

今後、認知科学的アプローチによって無回答誤差の分析が進展することを期待したい 80。 
 
 一方、調査法理論に関するパラダイムの議論を本稿の課題にあてはめる際には、2 つの調

査法理論が「代替的」ではなく「補完的」であることに注目する必要があろう。インターネ

ット調査など新しいタイプの調査手法の質を向上させていくためのアプローチには、統計論

モデルに則った方法と、認知科学的モデルに則った方法がともに必要であるということであ

る。 
 統計論的モデルに従ったアプローチを進めるためには、まず何よりも、調査方法の各プロ

                                                 
79 「認知心理学」とは人間の認識過程、認識能力を対象とした心理学。 
80 Tourangeau によれば、“統計的モデルから認知科学モデルへのパラダイムシフトの最も顕著な成果は、測定誤

差を削減するために認知心理学及びその周辺の理論を適用しようという動き（Cognitive Aspects of Survey 
Methodology movement: CASM）である”（Tourangeau（2003），p.4）とされており、無回答誤差の解明に

ついての認知科学モデルの貢献については明らかでない。 
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セスについての情報開示が必要となる。公募モニターを対象とした調査は、統計論的モデル

が議論の起点としている“標本の無作為抽出”を行っていないために、統計論的な議論の枠

外におかれがちである。しかし、調査対象者、回収状況などについての情報が詳細に開示さ

れれば、調査利用者が利用目的に照らして信頼性や誤差について判断する手がかりとなる。 
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第 14 章 社会調査の方法についての提言 

 
 ここまでの検討を踏まえ、最後に、社会調査を実施していく際に、調査方法の側面で留意

すべき事項をまとめて提言を行う。 
 
１ 原則 
 近年、調査の実施環境は悪化しつつあり、調査結果が調査対象の実態を正確に反映してい

るとは限らないので、調査を実施する際には少しでも正確な調査結果が得られるよう細心の

注意を払い、調査結果を利用する際には、調査の限界を認識して解釈する必要がある。 
 
２ 適切な調査方法の選択 
 データ収集方法（面接調査、郵送調査、インターネット調査等）と調査対象者の選定方法

（無作為抽出、登録モニター等）が異なれば、質問は同じでも調査結果は変わりうるもので

ある。 
 今回の実験調査結果をみるかぎり、統計学的に裏付けられた従来型の方法による調査と、

モニター型調査には、その結果に有意な差がみられた。今後、さらに検証が必要ではあるが、

現時点では、従来型調査の代用としてモニター型調査を何の留保もなくそのまま用いること

は不適切であると考える。 
 しかし、ひとくちに調査といっても、調査結果そのものがアウトプットとなるもの、研究

の素材とするもの、意思決定のための材料とするものなど、その利用目的は多様であるから、

インターネット調査を含めて各種の調査方法の利用可能性を検討する際には、利用目的と各

調査方法の特性を十分に考慮する必要がある。 
 今回の実験調査によって、モニター（公募モニター、無作為抽出モニター、混合モニター）

を使ったインターネット調査・郵送調査回答者に、従来型調査と比較してある種の共通の特

徴（不安・不満が強い等）が観察された。今後さらに研究を重ねて各調査方法に安定した特

徴が見出されれば、その情報をモニター型調査の結果の解釈に活かすことができ、モニター

型調査の利用可能性が広がることが期待できる。 
 
３ 安易に補正を行わない 
 調査結果の補正の方法についてはさらに研究の余地がある。ただし、調査結果自体を社会

に提供することを目的とした調査の場合、複雑な補正を施すことは、少なくとも補正方法に

ついてのコンセンサスが形成されていない現状では望ましくないと考える。 
 また、ウエイト付けを行う場合には、それによって全体の誤差が拡大するおそれがあるの

で、適切な層化がなされること、各層内に十分な回答単位が確保できることを確認すること

が不可欠である。 
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４ ミックス・モードの可能性 
 調査の現状をみると、回収率の低さ、回答者集団の偏りから生ずる無回答誤差への対応が

重要な課題である。複数の調査手法を併用するミックス・モードには、データ収集方法の違

いが回答結果に与える影響についての懸念はあるものの、回答者の都合にあわせた回答方法

を用いることで、単一の方法では回答を得ることが困難な人たちを捕捉する効果が期待でき

る。社会調査への利用は検討に値するだろう。 
 
５ 調査データの 2 次利用の推進 
 調査環境の悪化を避けるために、新規に調査を実施する前に、既存調査の再利用の可能性

を検討することが重要である。例えば、東京大学社会科学研究所附属日本社会研究情報セン

ターの SSJ データアーカイブ 81 では、各種の研究機関の調査結果データの集積を進めており、

研究者等を対象としてデータの公開を行っている 82。 
 また、新たに調査を行った場合には、可能であれば、前述のデータアーカイブ等にデータ

を寄託する、又は自前で個票データを公開することが望ましい。当面、寄託、公開の予定が

立たない場合でも、再利用が可能な状態でデータ及び関係情報 83 を保存することが望ましい

（【コードブックの作成】の項参照）。 
 
６ 調査利用者への調査関連情報の開示  
 調査結果を公表する際には、調査報告書に、以下の情報を記載することが望ましい 84。 

① 調査の実施時期 
② 枠母集団 
③ 計画標本の抽出方法 
④ 計画標本数及び回収標本数（層化抽出の場合は層ごとの数値） 
⑤ 調査票 

                                                 
81 SSJ アーカイブは、「我が国の社会科学分野の研究活動を支援するために、統計調査、社会調査の個票データ

と調査に関する情報を収集、保存し、それらを学術目的での二次分析のために提供」する活動を行っている。

データを利用することができるのは、大学又は研究機関の研究者、大学院生、大学の学部学生である。詳細に

ついては http://ssjda.iss.u-tokyo.ac.jp/ 
82 このほかに、テスト公開の段階だが、大阪大学が事務局になっている「質問紙法にもとづく社会調査データベ

ース（SRDB）」（http://srdq.hus.osaka-u.ac.jp/）では、収録された社会調査の質問文と選択肢のすべてと利用

価値の高い調査についてはその集計結果をデータベース化し、インターネットのブラウザ上で提供している。

「社会階層と社会移動全国調査」（SSM 95）などが収録されている。 
83 データクリーニング前のデータセットとクリーニング後のデータセットの 2 種類、調査票、調査依頼状など調

査で利用した書類等。  
84 「世論調査協会倫理綱領実践規程」では、調査の報告書には、次の事項を明記しなければならないとされてい

る：調査の目的、調査の依頼者と実施者の名称、母集団の概要、サンプリング・デザイン、標本数、調査の実

施時期、データの収集方法、回収率、質問票。 
また、日本マーケティング・リサーチ協会「市場調査品質管理基準」では、以下の事項が調査会社からクライ

アントに提出する調査報告の必須項目とされている：調査目的・課題や調査の背景、一次データの収集方法、

調査対象とその抽出方法、計画上と回収時の標本数とその構成。 
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⑥ 調査方法 
⑦ 単純な平均や合計以外の集計（ウエイト付け、比推定など）を行った場合はその方法 

  
７ 調査会社から調査実施者への情報開示 
 調査実施者は、調査（特にインターネット調査）の実施に当たり、以下の事項について

調査会社に対して明確に指示を行うことが望ましい。また、調査会社は、指示に従って調

査を実施したことを立証できるよう情報を開示すべきである。 
① 枠母集団の作成・管理方法と属性（特にモニター調査の場合に重要） 
② 計画標本の抽出方法 
③ 回収打切りのタイミング 
④ データ入力のチェック方法（二重入力など） 
⑤ データ・クリーニングの方法及び自動修正の件数 

 
８ コードブックの作成 
 調査実施者は、実施した調査についてコードブックを作成するべきである。コードブック

を作成する第一の目的は、各質問項目の回答のコードとコンピュータに入力されたデータと

の対応がわかるようにすることである。加えて、サンプリング、質問文、調査票、分類コー

ド、実査の経過記録など、調査に関する一連の情報が記載されていることが望ましい。 
 以下、コードブックに含める項目について、林（2002）から引用する。 
 
(1) 基本的な事項 

①質問文（データ整理の変数名を含む）、回答選択肢とそのコード、コードに入るデー

タ数（比率） 
②自由回答の場合はその回答分類とそのコード、コードに入るデータ数（比率）、分類

仕様の内容一覧 
③基本属性項目の分類仕様とそのコード、それらのデータに入るデータ数（比率） 
④その他、集計方法により組合せあるいはコードの必要な回答の場合は分類仕様とその

コード、コードに入るデータ数（比率） 
(2) 付属資料 

①調査の概要 
  調査内容、調査対象、調査時期、調査方法、実査の結果（回収率、不能理由の一覧、

回答者数） 
②標本抽出法の概要 
  調査地点数、層別法・多段抽出法のときはその詳細 
③調査票および回答リスト、カードのコピー 
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④コーディングの基本的考え方 
⑤基本属性項目の分類、リコード（再コード化）の概要説明 

 
 
９ 補足：ウェブ調査の調査票デザインについて 
 今回調査では、調査票デザインについての検討は行わなかったが、インターネット調査で

は調査票上で様々な技術が駆使できるだけに、調査票デザインが回答に与える影響は紙と鉛

筆型の調査よりも大きくなりうる。 
 この点ついても今後の研究の進展が期待されるが、現時点ではどう対応すべきか。調査票

デザインの原則として、大隅ほか（2003b）は以下のような原則を示しており、これが参考

になると考えられる。 
 「調査票デザインの原則」 

1. Welcome Screen 85 を設ける 
2. 第 1 問は 1 スクリーン、すべての回答者が容易に理解できるもの 
3. 従来の紙による質問紙に似たフォーマット 
4. 1 行は短く 
5. 必要な操作の説明 
6. 操作の説明は質問ごとに（冒頭一括は×） 
7. 回答の強制はしない（答えなければ次に進めないのは×） 
8. 分岐が必要なとき以外はスクロールタイプを 
9. 1 つの設問は 1 つのスクリーンに収まるように 
10. あとどれくらいで調査が終了するかが分かるように 
11. 「あてはまるものすべて」や自由記述には気をつけること 
 （測定上の問題が知られている） 

 
 

                                                 
85 調査実施者から回答者に向けたあいさつや調査趣旨の説明を記述したもの。 
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第 15 章 今後の課題 

 

■今回の実験調査結果の活用 

 今回の分析では、従来型調査（調査 X）と比較すると、実験調査５種の調査結果に共通性

があることがわかった。また、5 種の中でも公募型モニターのインターネット調査である A、

B、C の 3 つは特に似た結果を示す項目が多いこともわかった。しかし、それ以外の実験調

査間の差異の分析、例えば、A～C と D、E の比較や、A、B、C 相互の比較は今回はあまり

詳細には行わなかった。モニター型調査としてくくられる 5 種の調査でも、それぞれのモニ

ター構築方法、実査管理の方法などは異なるので、それが調査結果に影響を与えている可能

性がある。その関係について今後分析の余地がある。 
 また、今回の分析では、各種の分析視角・分析方法につきそれぞれ数問ずつの質問項目を

分析するにとどまった部分があるので、さらに分析の余地がある。 
 今回の実験調査の個票データは一般に公開することを予定しており、これを活用した研究

が進められることを期待したい。 
 
■異なるタイプの実験調査の必要性 

 調査手法は、調査目的、調査内容その他の条件に応じて適したものを選択するべきであり、

そのために、調査内容等の異なる実験調査を行ってデータを蓄積することが重要だろう。例

えば、今回の実験調査の質問項目はフェースシート以外はすべて意識についてのものだった

が、実態・行動についての質問では調査間の差異はどのように変化するかを新たな実験調査

で検証することなどが考えられる。 
 また、モニターの構築方法には、今回実験調査でとりあげたほかにも、いろいろなヴァリ

エーションがある。インターネット調査の世界の変化は急であり、本実験調査実施後に、無

作為抽出した世帯をインターネットユーザーであるかどうかを問わずインターネット調査の

モニターにする（インターネット接続環境のない世帯には接続機器を貸与する）というタイ

プの調査も商業化された。モニターの構築方法だけでなく、モニター管理や実査の方法につ

いても、「インターネット調査の質の向上」をうたって各調査会社がさまざまな工夫をこらし

ている。そのような変化に対応した新たなデータが蓄積されていくことが望まれる。 
 
■欧米の先行研究のサーベイ 

 補正、ミックス・モード、認知科学に基づく調査法理論などは、欧米でかなり研究が進ん

でいると見受けられるので、その成果を積極的に取り入れていくことも必要だろう。 
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＜研究会開催経緯＞ 
（肩書きはすべて当時のもの。） 

第 1 回 （2003 年 4 月 24 日） 
○ 主な調査方法の特性   
○ 調査方法をめぐる論点 

・ 調査方法の相違が調査結果に与える影響 
・ 現在用いられている調査方法 
・ 調査環境の変化 
・ 調査の品質管理の取組み 

○ 研究会の今後の進め方、ヒアリング対象者の検討 
第 2 回 （2003 年 5 月 28 日） 

○ ヒアリング 
ネットレイティングス株式会社社長 萩原雅之 

「わが国のインターネットリサーチの現状」 
第 3 回 （2003 年 6 月 16 日） 

○ ヒアリング 
社団法人日本マーケティング・リサーチ協会顧問 小林和夫 
（株式会社リサーチ・インターナショナル・ジャパン相談役） 

「わが国の調査全般の現状、国内・国外における調査の品質管理への取組み」 
第 4 回 （2003 年 6 月 18 日） 

○ ヒアリング 
文部科学省統計数理研究所 調査実験解析研究系 大隅昇  

「インターネット調査：現状と問題点」   
第 5 回 （2003 年 7 月 16 日） 

○ ヒアリング 
株式会社電通リサーチ 研究開発部 首席部長 横原 東    

「インターネット調査の実際とその活用方法」 
第 6 回 （2003 年 7 月 28 日） 

○ ヒアリング 
株式会社インタースコープ代表取締役会長、インターネットリサーチ研究会会長  
 平石郁生 

「インターネットリサーチの現状と展望」  
第 7 回 （2003 年 9 月 17 日） 

○ ヒアリングのまとめ 
○ 論点整理 
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○ 比較実験調査について 
第 8 回 （2003 年 12 月 17 日） 

○ 実験調査について 
○ 調査方法に関する資料・データの紹介 

第 9 回 （2004 年 7 月 22 日） 
○ 実験調査結果について 
○ 中間報告（素案）について 

第 10 回 （2004 年 9 月 1 日） 
○ 報告書案について 
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